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2011 年東北地方太平洋沖地震の津波による被害については，自治体によるストック

被害のとりまとめ，産業連関分析や SCGE モデルを用いたフローも含めた被害の推計

等が多数実施されてきている．ただし，被災前後の産業構造の変化，需要過剰・供給不

足の影響の評価等のため，同津波による被害の推計事例の蓄積を行うことは有益と考え

られる． 

本研究では，産業連関表を用いてある港湾及びその背後地域の同津波による被害，特

に企業の生産能力低下のフロー被害に着目して推計を行う．また，2010 年チリ地震の

津波によるチリ国における被害の推計をあわせて行い，産業構造の変化，復旧復興の速

度等との関係に着目しつつ二つの地域を比較した分析を行う． 

なお，本研究は独立行政法人科学技術振興機構による地球規模課題対応国際科学技術

協力事業のプロジェクト（平成 23 年度採択「津波に強い地域づくり技術の向上に関す

る研究」）の一部として実施している． 

 

キーワード：津波，フロー被害，企業の生産能力低下，産業連関分析 


